
（平成２５年５月１５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 27 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 5 件



 

神奈川国民年金 事案 7053 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成８年３月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生

住    所 ：  

    

     

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年４月から同年６月まで 

          ② 平成８年３月 

 私の母親は、平成８年４月頃に、区役所で私の国民年金の加入手続を行

った。 

 申立期間①の国民年金保険料については、平成８年度の保険料と一緒に、

自宅に送付されてきた納付書により金融機関の窓口で納付していた。申立

期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す資料として、母親の

「年別家計簿」のコピーを提出する。 

 申立期間②の国民年金保険料については、平成 10 年４月３日に同年３月

分の保険料と一緒に納付書により金融機関の窓口で納付した。申立期間②

の国民年金保険料を納付していたことを示す資料として、父親の「平成 10

年分の所得税の確定申告書（控）」及び「月別家計簿」のコピーを提出す

る。 

 申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

   

   

   

   

   

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、ⅰ）申立人の平成８年１月、同年２月及び 10 年１

月から同年 12 月までの国民年金保険料は、同年１月から同年 12 月までの

間に納付していることが、申立人のオンライン記録及び申立人が居住して

いた市の国民年金被保険者収滞納一覧表により確認できること、ⅱ）申立

人の父親の「平成 10 年分の所得税の確定申告書（控）」の社会保険料控

除欄に記載されている国民年金の支払保険料額は、実際に納付していた８

  



 

年１月、同年２月及び 10 年１月から同年 12 月までの保険料額に、申立期

間②の保険料額を加えた額に一致している上、当該確定申告書(控)には、

所轄の税務署の収受印が押印されていること、ⅲ）平成 10 年頃申立人と

同居していた家族の国民年金保険料の納付状況をみると、同年１月から同

年 12 月までの間に国民年金保険料を納付していたのは申立人のみであり、

当該確定申告書(控)の社会保険料控除欄に記載されている国民年金保険料

額は、申立人のものであると推認されることから、当該期間の申立人の保

険料は納付されていたものと推認される。 

  また、その母親から提出された「月別家計簿」の平成 10 年４月３日の欄

には、申立人の名前とともに、同年３月分の国民年金保険料である「１万

2,800 円」、と申立期間②の保険料額と思われる「１万 1,700 円」の記載

が確認できる。 

２ 一方、申立期間①について、申立人の母親は、平成８年４月頃に、区役

所で申立人の国民年金の加入手続を行い、平成８年度の国民年金保険料と

一緒に当該期間の保険料を納付していたと主張しているが、申立人の国民

年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の番号が付与された 20 歳に到達した第１号被保険者の被保険者資格取得

日等から、８年７月又は同年８月と推認でき、申立人の主張する加入手続

時期と一致しない。 

  また、申立人のオンライン記録及び申立人が居住していた市の国民年金

被保険者収滞納一覧表によると、ⅰ）申立期間①直後の平成６年７月から

８年２月までの国民年金保険料は、同年８月から、毎月、過年度納付され

ていること、ⅱ）同年４月から同年８月までの保険料は、同年同月に、ま

とめて現年度納付されていること、ⅲ）同年９月からの保険料は、同年同

月から、毎月、現年度納付されていることが確認できることから、申立人

の母親は、加入手続を行ったと推認される同年７月又は同年８月以後にお

いて、送付されてきた納付書によって遡って保険料を納付することができ

る６年７月からの保険料を過年度納付により順次納付したものの、申立期

間①の保険料については、時効により納付することができなかったものと

考えるのが合理的である。 

  さらに、その母親が記載していたとする「年別家計簿」には、申立人の

国民年金手帳記号番号、申立人の国民年金の被保険者の資格取得日及び平

成６年度から８年度までの各年度の国民年金保険料月額の記載が確認でき

るのみであることから、当該家計簿の記載をもって、母親が申立期間①の

保険料を納付していたと認めることはできない。 

  加えて、申立期間①の国民年金保険料を納付するには、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、別の手帳記号番号

  

 

  

  

  

  

  



 

が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無

い。 

    その上、申立人の母親が申立期間①の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（月別家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成８年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

  



 

神奈川国民年金 事案 7054 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年７月から２年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：               

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年７月から２年３月まで 

    私が会社を退職した平成元年頃、私の母親が私の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料についても、母親が納付していてくれた。 

    私は、平成 10 年５月に結婚した時、母親と一緒に区役所に行き、国民年

金保険料を納付した際、同区役所の職員から、「保険料の未納は無い。」

と言われたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年頃、その母親が申立人の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料についても、その母親が納付していてくれたと主張している

ところ、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金

手帳記号番号の前後の番号が付与された第３号被保険者の被保険者資格取得

日等から、３年３月ないし同年５月頃と推認でき、その時点において、申立

期間は保険料を納付することができる期間である。 

   また、申立人の母親は、娘が結婚するまでは、集金人に対して、又は納付

書により銀行等で娘の国民年金保険料を納付していたと述べており、自身も

国民年金に任意加入をし、加入期間の全ての保険料を納付しているなど、保

険料の納付意識が高かったと考えられ、９か月と短期間である申立期間の娘

の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8364 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 45 万円、17 年８

月 10 日は 40 万円、同年 12 月 20 日は 30 万円、18 年８月８日及び同年 12

月 20 日は 28 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    銀行口座の普通預金元帳では、申立期間の賞与が支給されている。調

査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している銀行口座に係る普通預金元帳により、申立期間に

おいて、Ａ社から、賞与の支払があったことが認められる。 

   また、管轄税務署が保管する給与所得の源泉徴収票により、申立期間に

係る賞与から厚生年金保険料が控除されていたことが推認できる上、前記

  



                      

の普通預金元帳の賞与振込額は申立人の主張する賞与額から社会保険料控

除額等を控除した金額とおおむね一致する。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚が申立期間の賞与の支給があった旨供述して

いる上、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除していたと

回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の源泉徴収票により

推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①から④までは 45 万円、

申立期間⑤は 40 万円、申立期間⑥は 30 万円、申立期間⑦及び⑧は 28 万

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8365 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 43 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

5,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年９月１日から同年 11 月１日まで 

    昭和 42 年４月からＢ社及び同社の関連会社に継続して勤務し、申立

期間も給与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、Ｃ社

からＡ社に転勤した申立期間について厚生年金保険の被保険者期間とな

っていない。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ企業年金基金が保管する加入員台帳、雇用保険、健康保険組合の加入

記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグル

ープ会社に継続して勤務し（昭和 43 年９月１日に、Ｃ社からＡ社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

43 年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から４万 5,000 円とすること

が妥当である。 

   一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、申立期間直後の昭和 43 年 11

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっているが、Ｃ社からＡ社に異動

した申立人を含む８名全員が同年９月１日に同社において雇用保険の被保

  



                      

険者資格を取得している上、前記８名のうち、上記加入員台帳で厚生年金

基金の加入員記録が確認できる申立人を含む５名は、いずれも同年９月１

日付けで同社において同加入員資格を取得していることが確認できること

から、同社は当時の厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件を満

たしていたものと認められる。 

   なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明としているが、Ａ社は申立期間において

適用事業所としての要件を満たしていながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 43 年９月及び同年 10 月の保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8366 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 16 年８月 10 日

は３万円、同年 12 月 15 日は 10 万円、17 年８月 10 日及び同年 12 月 20

日は 25 万円、18 年８月８日は 30 万円、同年 12 月 20 日は 25 万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年８月 10 日 

             ② 平成 16 年 12 月 15 日 

             ③ 平成 17 年８月 10 日 

             ④ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑤ 平成 18 年８月８日 

             ⑥ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    銀行口座の取引明細証明書では、申立期間の賞与が支給されている。

調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している銀行口座に係る取引明細証明書により、申立期間

において、Ａ社から、賞与の支払があったことが認められる。 

   また、申立期間①から④までについては、Ｂ市が交付した平成 17 年度

（16 年分）及び 18 年度（17 年分）の税務関係資料により、当該期間に係

る賞与から厚生年金保険料が控除されていたことが推認できる上、申立期

  



                      

間⑤及び⑥については、前記の取引明細証明書の賞与振込額は申立人の主

張する賞与額から社会保険料控除額等を控除した金額とおおむね一致する。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚が申立期間に賞与の支給があった旨供述して

いる上、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除していたと

回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の税務関係資料によ

り推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①は３万円、申立期間

②は 10 万円、申立期間③及び④は 25 万円、前記の取引明細証明書から推

認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間⑤は 30 万円、申立期間⑥

は 25 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8367 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、Ａ社における標準賞与額に係る記録を、

平成 15 年８月 11 日は 20 万円、同年 12 月 17 日は 25 万円、16 年８月 10

日及び同年 12 月 15 日は 30 万円、17 年８月 10 日は 18 万 5,000 円、同年

12 月 20 日は 17 万 1,000 円、18 年８月８日は 16 万 8,000 円、同年 12 月

20 日は 16 万 7,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    銀行口座の普通預金元帳では、申立期間の賞与が支給されている。調

査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している銀行口座に係る普通預金元帳により、申立期間に

おいて、Ａ社から、賞与の支払があったことが認められる。 

   また、申立期間①から④までについては、前記の普通預金元帳の賞与振

込額は、申立人の主張する賞与額から社会保険料控除額等を控除した金額

  



                      

とおおむね一致する上、申立期間⑤から⑧までについては、源泉徴収票に

より、当該期間に係る賞与から厚生年金保険料が控除されていたことが推

認できる。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚が賞与の支給があった旨回答している上、事

業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除していたと回答してい

る。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び申立人の賞与支給額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間に係る標準賞与額については、上記の賞与振込額

から推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①は 20 万円、申立

期間②は 25 万円、申立期間③及び④は 30 万円、源泉徴収票で確認できる

社会保険料等の金額から、申立期間⑤は 18 万 5,000 円、申立期間⑥は 17

万 1,000 円、申立期間⑦は 16 万 8,000 円、申立期間⑧は 16 万 7,000 円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日、同年 12 月 15 日及び 17 年８月 10 日は

20 万円、同年 12 月 20 日は 18 万円、18 年８月８日及び同年 12 月 20 日は

20 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    銀行口座の取引推移一覧表では、申立期間の賞与が支給されている。

調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している銀行口座に係る取引推移一覧表により、申立期間

において、Ａ社から、賞与の支払があったことが認められる。 

   また、Ｂ市が交付した平成 16 年度（15 年分）から 19 年度（18 年分）

  



                      

までの所得回答書により、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料が控除

されていたことが推認できる上、前記の取引推移一覧表の賞与振込額は申

立人の主張する賞与額から社会保険料控除額等を控除した金額とおおむね

一致する。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚が申立期間の賞与の支給があった旨供述して

いる上、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除していたと

回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の所得回答書により

推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①から⑤までは 20 万円、

申立期間⑥は 18 万円、申立期間⑦及び⑧は 20 万円とすることが妥当であ

る。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8369 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 60 万円、17 年８

月 10 日は 55 万円、同年 12 月 20 日は 50 万円、18 年８月８日及び同年 12

月 20 日は 52 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され

ていたが、賞与に係る記録が無い。 

    所持している申立期間④から⑧までの賞与支給明細書では、厚生年金

保険料を控除されており、また、同明細書を所持していない申立期間①

から③までの賞与からも厚生年金保険料を控除されていたと思う。調査

の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から③までについては、申立人が所持している銀行口座の普

通預金通帳により、当該期間において、Ａ社から、賞与の支払があったこ

  



                      

とが認められる。 

   また、Ｂ市が交付した平成 16 年度（15 年分）から 19 年度（18 年分）

までの所得回答書により、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料が控除

されていたことが推認できる上、前記の普通預金通帳の賞与振込額は申立

人の主張する賞与額から社会保険料控除額等を控除した金額とおおむね一

致する上、申立期間④から⑧までについては、申立人が所持している当該

期間に係る賞与支給明細書から、申立人は、当該期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが確認できる。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の事業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除し

ていたと回答している上、複数の同僚が申立期間に賞与の支給があった旨

供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間のうち、申立期間①から③までに係る標準賞与額につい

ては、前記の所得回答書により推認できる厚生年金保険料控除額から 60

万円、申立期間④から⑧までについては、前記の賞与支給明細書において

確認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間④は 60 万円、申立期間

⑤は 55 万円、申立期間⑥は 50 万円、申立期間⑦及び⑧は 52 万円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8370 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を平成７年 10 月から９年５月までは 47 万円、同年６月から

同年８月までは 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10 月１日から９年９月 30 日まで 

    年金事務所からの連絡により、申立期間の標準報酬月額が下げられて

いることを知った。40 万円前後はもらっていたと思うので、申立期間

の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、当初、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、平成７年 10 月から９年５月までは 47 万円、同年６月から同年８月ま

では 32 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった同年９月 30 日より後の同年 11 月６日付けで、遡って９万

8,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、オンライン記録において、Ａ社に勤務していた複数の厚生年金保

険被保険者の標準報酬月額についても遡って引き下げられていることが確

認できる。 

   さらに、年金事務所から提出されたＡ社に係る平成９年度の滞納処分票

から、当時、同社が厚生年金保険料を滞納していたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、申立人は当時、取締役であ

ったことが確認できるが、同社において標準報酬月額が遡って引き下げら

れているとして年金記録確認Ｂ地方第三者委員会に対して訂正を求めた同

僚（取締役の一人）の申立てについて、同委員会が事業主に照会したとこ

ろ、事業主は、申立期間当時の社会保険事務は自身が行っていたとしてい

る上、上記同僚も、申立人は社会保険事務には関わっていなかった旨回答

  



                      

していることから、申立人が当該減額処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、平成９年 11 月６日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について７年 10 月１

日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認め

られないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届け出た、同年 10 月から９年５月までは 47 万円、同

年６月から同年８月までは 32 万円に訂正することが必要である。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 60 万円、17 年８

月 10 日は 55 万円、同年 12 月 20 日は 50 万円、18 年８月８日及び同年 12

月 20 日は 52 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    普通預金通帳では、申立期間の賞与が支給されている。調査の上、申

立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している普通預金通帳により、申立期間において、Ａ社か

ら賞与の支払があったことが認められる。 

   また、申立人が所持している平成 16 年度（15 年分）及び 17 年度（16

年分）の市民税・県民税特別徴収税額の通知書及び 16 年分から 18 年分ま

  



                      

での給与所得の源泉徴収票により、申立期間に係る賞与から厚生年金保険

料が控除されていたことが推認できる上、前記の普通預金通帳の賞与振込

額は申立人の主張する賞与額から社会保険料控除額等を控除した金額とお

おむね一致する。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚が申立期間の賞与の支給があった旨供述して

いる上、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除していたと

回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の通知書及び源泉徴

収票により推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①から④まで

は 60 万円、申立期間⑤は 55 万円、申立期間⑥は 50 万円、申立期間⑦及

び⑧は 52 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8372 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を平成２年４月 20 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32 万円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月 20 日から同年５月１日まで 

    私は、Ａ社に平成２年４月５日に入社した。転職前の事業所の厚生年

金保険の資格喪失日が同年４月 20 日であるため、同社の資格取得日は

同日となるはずである。 

    ところが、Ａ社の厚生年金保険の資格取得日は、平成２年５月１日と

なっており、申立期間が被保険者期間となっていない。 

    平成２年５月 25 日に厚生年金保険料を現金で徴収されており、また、

21 年５月 15 日に退職した際、最後の給与であった同年５月分の給与か

らも保険料が控除されていることから、調査の上、申立期間を被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する社員名簿から、申立人が申立期間において同社に勤務し

ていたことが認められる。 

   また、申立人が所持するＡ社が平成２年５月 25 日付けで発行した領収

証において、１か月分の厚生年金保険料が現金で徴収されたことが確認で

きる。 

   さらに、申立人の平成２年６月分から 21 年５月分までの給与支給明細

書において厚生年金保険料が控除されていることが確認でき、上記の領収

証において確認できる１か月分の厚生年金保険料と合わせると、申立人は

  



                      

オンライン記録におけるＡ社での厚生年金保険被保険者期間よりも１か月

多い厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる。 

   加えて、複数の同僚の給与支給明細書から、申立人と同様に、毎月 15

日の給与の締切日の翌日から月末までに厚生年金保険被保険者資格を取得

した者については、厚生年金保険料は翌月控除であったことがうかがえる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

２年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、32 万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、Ａ社が加入しているＢ

健康保険組合における申立人の被保険者資格取得日がオンライン記録にお

ける資格取得日と一致しており、社会保険事務所及び健康保険組合の双方

が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主が平成

２年５月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8373 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成６年１月 31 日から同年４月１日までの期間につ

いて、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、同年

４月１日であると認められることから、当該期間の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

   なお、平成６年１月から同年３月までの標準報酬月額については、36

万円とすることが妥当である。 

   申立期間のうち、平成６年４月１日から同年５月１日までの期間につい

て、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における上記訂正

後の資格喪失日（同年４月１日）を同年５月１日に訂正し、同年４月の標

準報酬月額を 36 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る平成６年４月の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年１月 31 日から同年５月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 61 年４月３日に入社してから、グループ会社のＢ

社を平成６年 11 月 30 日に退職するまで、業務内容に変化は無く、Ｃ業

務に従事していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者期間となって

いない。調査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成６年１月 31 日から同年４月１日までの期間につ

いて、雇用保険の加入記録、事業主の回答及び同僚の供述から、申立人は、

当該期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

   一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でな

くなった日（平成６年１月 31 日）より後の同年４月１日付けで、申立人

の同社における被保険者資格の喪失日が遡って同年１月 31 日と記録され

  



                      

ていることが確認できる。 

   また、申立人の同僚が当委員会に対して資格喪失日の訂正を求めた申立

てにおいて、当時の事業主は、「社会保険料の滞納分の調整を社会保険事

務担当者が行った。」と供述している。 

   さらに、オンライン記録により、Ａ社に係る 19 名の厚生年金保険被保

険者記録についても、申立人と同様の処理が行われていることが確認でき

ることから、平成６年４月１日において、同社が厚生年金保険法に基づく

適用事業所としての要件を満たしていたと認められ、当該事業所でなくな

ったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年１月 31 日に

厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無

く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申

立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、社会保険事務

所（当時）が当該喪失処理をした同年４月１日であると認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

５年 12 月の社会保険事務所の記録から、36 万円とすることが妥当である。 

   申立期間のうち、平成６年４月１日から同年５月１日までの期間につい

て、事業主の回答及び同僚の供述により、申立人は、当該期間にＡ社に勤

務していたことが認められる。 

   また、申立人は、「私は、Ａ社に入社してからグループ会社のＢ社を退

職するまで、業務内容に変化は無く、厚生年金保険料も控除されてい

た。」と主張しているところ、申立人の同僚が年金記録確認Ｄ地方第三者

委員会に対して資格喪失日の訂正を求めた申立てにおいて、当時の事業主

は、「会社は解散していて書類は無いが、平成６年１月から同年４月まで

の期間について、従業員の給与から厚生年金保険料を控除していた記憶が

ある。」と回答している。 

   さらに、複数の同僚が、「当該期間に継続して勤務し、厚生年金保険料

を給与から控除されていた。」と供述している。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

５年 12 月の社会保険事務所の記録から、36 万円とすることが妥当である。 

   一方、オンライン記録によると、Ａ社は当該期間において適用事業所の

記録は無いが、商業登記簿謄本により、同社は当該期間において法人の事

業所であったことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める

適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

  



                      

の履行については、事業主は不明としているが、当該期間においてＡ社は

適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかっ

たことが認められることから、申立人の平成６年４月に係る厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 47

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

38 万円とされているが、申立期間の標準報酬月額は、平成 22 年１月は 41

万円、同年２月は 44 万円、同年３月は 41 万円、同年４月は 44 万円であ

ったと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額（38 万円）に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22 年１月１日から同年５月１日まで 

    申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額について、事業主から月額変

更届を提出すべきであったにもかかわらず、提出されていなかったため、

その後、当該届を行ったが、訂正後の標準報酬月額は年金額の計算の基

礎とならないと記録されている。 

    調査の上、控除された保険料に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、

当初 38 万円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効によ

り消滅した後の平成 24 年６月に 38 万円から 47 万円に訂正されたところ、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（47 万円）ではなく、当初記

録されていた標準報酬月額（38 万円）となっている。 

   しかしながら、事業主から提出された給与明細から、申立期間について、

  



                      

事業主が控除した厚生年金保険料に見合う標準報酬月額は、平成 22 年１

月から同年４月までは 47 万円であることが確認できる一方、推認できる

報酬月額に見合う標準報酬月額は、同年１月は 41 万円、同年２月は 44 万

円、同年３月は 41 万円、同年４月は 44 万円であることが確認できる。 

   ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細から推

認できる報酬月額から、平成 22 年１月は 41 万円、同年２月は 44 万円、

同年３月は 41 万円、同年４月は 44 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8375 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 59

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

50 万円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

の標準報酬月額に係る記録を 59 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額（50 万円）に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22 年１月１日から同年５月１日まで 

    申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額について、事業主から月額変

更届を提出すべきであったにもかかわらず、提出されていなかったため、

その後、当該届を行ったが、訂正後の標準報酬月額は年金額の計算の基

礎とならないと記録されている。 

    調査の上、控除された保険料に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、

当初 50 万円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効によ

り消滅した後の平成 24 年６月に 50 万円から 59 万円に訂正されたところ、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（59 万円）ではなく、当初記

録されていた標準報酬月額（50 万円）となっている。 

   しかしながら、事業主から提出された賃金台帳により、申立期間につい

  



                      

て、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認

できる保険料控除額から、59 万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

  

  

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8376 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 34

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

30 万円とされているが、申立期間の標準報酬月額は 32 万円であったと認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の標準報酬月額に係

る記録を訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額（30 万円）に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22 年１月１日から同年５月１日まで 

    申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額について、事業主から月額変

更届を提出すべきであったにもかかわらず、提出されていなかったため、

その後、当該届を行ったが、訂正後の標準報酬月額は年金額の計算の基

礎とならないと記録されている。 

    調査の上、控除された保険料に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、

当初 30 万円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効によ

り消滅した後の平成 24 年６月に 30 万円から 34 万円に訂正されたところ、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（34 万円）ではなく、当初記

録されていた標準報酬月額（30 万円）となっている。 

   しかしながら、事業主から提出された給与明細から、申立期間について、

事業主が控除した厚生年金保険料に見合う標準報酬月額は、平成 22 年１

  



                      

月から同年４月までは 34 万円であることが確認できる一方、推認できる

報酬月額に見合う標準報酬月額は、同年１月から同年４月までは 32 万円

であることが確認できる。 

   ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

   したがって、申立期間の標準報酬月額について、上記給与明細から推認

できる報酬月額から、平成 22 年１月から同年４月までは 32 万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8377 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 56

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

47 万円とされているが、申立期間の標準報酬月額は、平成 22 年１月及び

同年２月は 53 万円、同年３月及び同年４月は 56 万円であったと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の

納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の標準報酬月額に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額（47 万円）に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22 年１月１日から同年５月１日まで 

    申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額について、事業主から月額変

更届を提出すべきであったにもかかわらず、提出されていなかったため、

その後、当該届を行ったが、訂正後の標準報酬月額は年金額の計算の基

礎とならないと記録されている。 

    調査の上、控除された保険料に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、

当初 47 万円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効によ

り消滅した後の平成 24 年６月に 47 万円から 56 万円に訂正されたところ、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（56 万円）ではなく、当初記

録されていた標準報酬月額（47 万円）となっている。 

   しかしながら、事業主から提出された給与明細から、事業主が控除した

  



                      

厚生年金保険料に見合う標準報酬月額は、平成 22 年１月から同年４月ま

では 56 万円であることが確認できる一方、推認できる報酬月額に見合う

標準報酬月額は、同年１月及び同年２月は 53 万円、同年３月は 59 万円、

同年４月は 56 万円であることが確認できる。 

 ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

 したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細におい

て確認できる厚生年金保険料控除額又は推認できる報酬月額から、平成

22 年１月及び同年２月は 53 万円、同年３月及び同年４月は 56 万円とす

ることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

  

  

  

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8378 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 18 年 12 月 16 日から 19 年１月 16 日までの期間

について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取

得日に係る記録を 18 年 12 月 16 日に、資格喪失日に係る記録を 19 年１月

16 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 28 万円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年９月 11 日から 19 年１月 16 日まで 

    私は、申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保

険者期間となっていない。全ての期間ではないが、給与支給明細書で厚

生年金保険料が控除されていたことが確認できるので、調査の上、申立

期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成 18 年 12 月 16 日から 19 年１月 16 日までの期間

について、雇用保険の記録、申立人が所持している同年１月分の給与支給

明細書及びＡ社から提出された申立人に係る給与一覧表から、申立人は、

当該期間において同社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記の給与支給明細書及び

給与一覧表の厚生年金保険の保険料控除額から 28 万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てどおりの届出は行っておらず保険料

の納付は行っていないと回答している上、仮に、事業主から申立人に係る

  



                      

被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失

届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保

険事務所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理で

は考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成 18

年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知は行っておらず、事業主は、

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、平成 18 年９月 11 日から同年 12 月 16 日までの

期間について、雇用保険の記録から、申立人は、当該期間にＡ社に勤務し

ていたことが認められる。 

   しかし、申立人が所持している平成 18 年 10 月分及び同年 11 月分の給

与支給明細書並びにＡ社から提出された申立人に係る給与一覧表の同年

10 月分、同年 11 月分及び同年 12 月分の給与支給記録から、申立人は、

当該期間に係る厚生年金保険料を控除されていないことが確認できる。 

   また、申立人は、当該期間に国民健康保険に加入していたことが、申立

人の当該期間における居住地の国民健康保険資格履歴により確認できる。 

   さらに、申立人が所持しているＡ社が発行した「平成 18 年分給与所得

の源泉徴収票」に記載されている社会保険料等の金額について、同社に照

会したところ、当該金額は、国民健康保険料と雇用保険料の合計額である

旨回答している。 

   このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険の保険料控除をうかが

える関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8379 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日

は 42 万円、同年 12 月 17 日及び 16 年８月 10 日は 50 万円、同年 12 月 15

日は 45 万円、17 年８月 10 日は 42 万円、同年 12 月 20 日、18 年８月８日

及び同年 12 月 20 日は 38 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    普通預金通帳及び取引明細証明書では、申立期間の賞与が支給されて

いる。調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している普通預金通帳及び取引明細証明書により、申立期

間において、Ａ社から、賞与の支払があったことが認められる。 

   また、Ｂ市Ｃ区が交付した平成 16 年度（15 年分）から 19 年度（18 年

  



                      

分）までの市民税・県民税課税（非課税）証明書により、申立期間に係る

賞与から厚生年金保険料が控除されていたことが推認できる上、前記の普

通預金通帳及び取引明細証明書の賞与振込額は申立人の主張する賞与額か

ら社会保険料控除額等を控除した金額とおおむね一致する。 

   さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

   加えて、Ａ社の複数の同僚が申立期間の賞与の支給があった旨供述して

いる上、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を賞与から控除していたと

回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の普通預金通帳及び

取引明細証明書により推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①

は 42 万円、申立期間②及び③は 50 万円、申立期間④は 45 万円、申立期

間⑤は 42 万円、申立期間⑥から⑧までは 38 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8380 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 48 年４月１日に訂

正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    年金事務所から、Ａ社からＢ社へ異動となった時の年金記録を確認す

るようにとの知らせをもらった。私は、この期間においても継続して勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が提出した申立人に係る退職金稟議書及び事業主の証言により、申

立人がＡ社及びＢ社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   なお、異動日については、Ｂ社の経理担当者の供述から、昭和 48 年４

月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

48 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は納付したとしているが、申立人のＡ社にお

ける資格喪失日を昭和 48 年３月 31 日とし、Ｂ社における資格取得日を同

年４月１日として届け出たと回答していることから、社会保険事務所は申

  



                      

立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8381 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年５月 31 日から同年６月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に

係る記録を同年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を７万 6,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年９月頃から 47 年２月１日まで 

             ② 昭和 47 年５月 31 日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 46 年９月頃にＡ社に入社したが、厚生年金保険の記録で

は、47 年２月１日に資格取得となっており、申立期間①が被保険者期

間となっていない。 

    また、途中で辞めたことも、仕事内容が変わったことも無いが、厚生

年金保険の記録では、Ａ社において昭和 47 年５月 31 日に資格喪失、グ

ループ会社であるＣ社において同年６月１日に資格取得となっており、

申立期間②が被保険者期間となっていない。 

    調査の上、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、複数の同僚の供述から、申立人は申立てに係るグ

ループ会社に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に移籍）、当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、Ａ社からＣ社に移籍した際に、申立人と同様、

被保険者記録が無い同僚が年金記録確認Ｄ地方第三者委員会に対して訂正

を求めた申立てについて、同委員会がＢ社の総務担当者に照会したところ、

  



                      

当該担当者が「月末日を退職日としていた。」と供述していることから、

昭和 47 年６月１日とすることが妥当である。 

 また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭

和 47 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、７万 6,000 円とする

ことが妥当である。 

 なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、Ｂ社は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭

和 47 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年５月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を厚

生年金保険の資格喪失日として届け、社会保険事務所は、申立人に係る同

年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 申立期間①について、申立人が所持するパスポートの出入国の記録及び

複数の同僚の供述から、申立人が、少なくとも昭和 46 年 11 月頃からＡ社

に勤務していたことは推認できる。 

 しかしながら、申立人が、Ａ社に自身より前から勤務していた同僚とし

て記憶している５名の年金記録を調査したところ、複数の者の同社におけ

る資格取得日は、申立人が主張する入社日（昭和 46 年９月頃）よりも後

になっており、また、同社における被保険者記録が無く、Ｃ社において

47 年６月１日に資格取得となっている者もいることから、当時、同社で

は、必ずしも全員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではな

かったことがうかがえる。 

 また、Ｂ社は、「当時の資料は残っていない。」としており、申立人に

係る人事記録及び給与関係書類等を確認することはできない上、申立人も、

申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる給与明細書

等の資料を所持していない。 

 このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかが

わせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  

  

  

  

  

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日及び 16 年８月 10 日は 53 万円、同年 12 月 15 日は 61 万円、

17 年８月 10 日は 55 万円、同年 12 月 20 日、18 年８月８日及び同年 12 月

20 日は 50 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、賞与が支給され、

賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、賞与に係る記録が無い。 

    普通預金通帳では、申立期間の賞与が支給されている。調査の上、申

立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している普通預金通帳により、申立期間において、Ａ社か

ら、賞与の支払があったことが認められる。 

   また、Ｂ市が交付した平成 16 年度（15 年分）から 19 年度（18 年分）

までの税務関係資料により、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料が控

  



                      

除されていたことが推認できる上、前記の普通預金通帳の賞与振込額は、

申立人の主張する賞与額から社会保険料控除額等を控除した金額とおおむ

ね一致する。 

 さらに、複数の同僚が所持している賞与支給明細書により、申立期間に

係る厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

 したがって、申立期間に係る標準賞与額については、前記の税務関係資

料により推認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①から③までは

53 万円、申立期間④は 61 万円、申立期間⑤は 55 万円、申立期間⑥から

⑧までは 50 万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

  

  

  

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8383 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を、平成５年 10 月から８年６月までは 36 万円、同年７月から９年

10 月までは 41 万円に訂正することが必要である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 10 月１日から９年 11 月 19 日まで 

   年金事務所の記録では、Ａ社における申立期間の標準報酬月額が減額

されていることが分かった。申立期間の標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月

額は、当初、平成５年 10 月から８年６月までは 36 万円、同年７月から９

年 10 月までは 41 万円と記録されていたが、同社が厚生年金保険の適用事

業所でなくなった同年 11 月 19 日より後の同年 12 月 26 日に、遡って 26

万円に訂正されている上、同僚５名についても、その標準報酬月額が遡っ

て減額訂正されていることが確認できる。 

   また、滞納処分票により、Ａ社は、申立期間において厚生年金保険料を

滞納していたことが確認できる。 

   さらに、申立人は、Ａ社の商業登記簿謄本から監査役であったことが確

認できるが、同社の代表取締役及び役員によれば、「申立人は、厚生年金

保険に係る事務について権限を有する職務にはなかった。」と供述してい

ることから、申立人は当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処理

を行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成５年 10 月から８年６

月までは 36 万円、同年７月から９年 10 月までは 41 万円に訂正すること

が必要である。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8384 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 58 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 12 万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年９月 21 日から同年 10 月１日まで 

    私は、Ａ社に入社し、会社名が変更になるという理由で、退職金を受

け取った記憶があるが、継続して勤務していた。申立期間の厚生年金保

険の被保険者記録が無いので、申立期間を被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、事業所の回答及び複数の同僚の証言から、申立人は、

申立期間において、申立てに係るグループ会社に継続して勤務（昭和 58

年９月 21 日に、Ａ社からＣ社に転籍）していたことが認められる。 

   一方、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった日は昭和 58 年 10 月１

日であり、同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではな

い。 

   しかしながら、申立人と同日にＡ社からＣ社に転籍した際に、申立人と

同様、被保険者記録に欠落が生じた同僚が年金記録確認Ｄ地方第三者委員

会に対して訂正を求めた申立てについて、同委員会がＢ社に照会したとこ

ろ、同社は、関連企業を設立し従業員を転籍させる場合、転籍先の事業所

が厚生年金保険の適用事業所となるまでは、転籍元における被保険者資格

を喪失させず、転籍先が適用事業所となった時に、転籍元での資格の喪失

及び転籍先での資格の取得の手続を行っていた旨回答している上、同社は、

  



                      

当委員会の照会に対し、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となる前に、誤

って申立人の資格喪失届を出してしまったと思われる旨回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

58 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、12 万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、不明としているが、厚生年金保

険の記録における資格喪失日が雇用保険の記録における離職日の翌日であ

る昭和 58 年９月 21 日となっており、離職日は同じであることから公共職

業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って記録したとは考え難く、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8385 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 11 年 10 月から

12 年９月までは 20 万円、同年 10 月から 15 年２月までは 22 万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年 10 月１日から 15 年３月１日まで 

    ねんきん定期便の記録を確認したところ、Ａ社における申立期間の保

険料控除額が所持している給与明細書の保険料控除額と相違して記録さ

れているので、給与明細書の保険料控除額に見合う標準報酬月額に記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立人が所

持するＡ社の給与明細書及び同社から提出された申立人に係る賃金台帳に

おいて確認できる保険料控除額から、平成 11 年 10 月から 12 年９月まで

は 20 万円、同年 10 月から 15 年２月までは 22 万円とすることが妥当であ

る。 

   なお、事業主が申立期間に係る厚生年金保険料の納付の義務を履行した

か否かについては、上記給与明細書及び賃金台帳において確認できる保険

  



                      

料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されてい

る標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、上

記給与明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う報酬

月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見

合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8386 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

工場における資格喪失日に係る記録を昭和 36 年 12 月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を１万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年 11 月 21 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 36 年１月から 38 年３月まで、Ａ社に勤務していたが、申

立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

    昭和 36 年 12 月１日にＡ社Ｃ工場から同社Ｄ工場に転勤となったが継

続して勤務していたので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（同

社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人の異動日については、申立人と同様にＡ社Ｃ工場から同社

Ｄ工場へ異動した同僚の厚生年金保険の記録から、昭和 36 年 12 月１日と

することが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額は、申立人のＡ社Ｃ工場における昭和

36 年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

  



                      

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8387 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 53 万円に訂正することが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年１月 16 日から同年 10 月１日まで 

    申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、所持している給与明細表

の給与額及び控除されていた保険料額に見合う標準報酬月額よりも低く

記録されている。 

    調査の上、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している給与明細表から、申立人は、申立期間において、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、申立人の申立期間の標準報酬月額については、給与明細表の厚生

年金保険料控除額から、53 万円に訂正することが必要である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について資格取

得時に誤って届け出たことを認めていることから、事業主は、給与明細表

で確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所（当時）は当該報酬月額に見合う保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

  



  

神奈川厚生年金 事案 8388 

 

                    

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 50 万円、17 年８

月 10 日は 48 万円、同年 12 月 20 日、18 年８月８日及び同年 12 月 20 日

は 43 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①から⑧までについて、所

持している賞与支給明細書において、支給された賞与から、厚生年金保

険料を控除されているが、賞与に係る記録が無い。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが確認できる。 

  



                      

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の賞与支給明細書に

おける賞与に係る厚生年金保険料控除額から、申立期間①から④までは

50 万円、申立期間⑤は 48 万円、申立期間⑥から⑧までは 43 万円とする

ことが妥当である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8389 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者資格取得日は、昭和

37 年 12 月１日であると認められることから、申立人に係る厚生年金保険

被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間に係る標準報酬月額については、３万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年 12 月１日から 38 年８月１日まで 

    夫は、昭和 37 年７月にＣ社（後にＡ社）に入社し、40 年６月に退職

するまで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人は、Ａ社Ｂ支店において、昭和 38 年

８月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、申立期間につい

ては被保険者となっていないことが確認できる。 

   しかしながら、申立人の同僚の証言によると、申立人が、申立期間にお

いて、Ａ社Ｂ支店に勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社Ｂ支店に係る事業所別被保険者名簿には、申立人の厚生年金

保険の被保険者資格取得日は昭和 37 年 12 月１日と記載されていることが

確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社Ｂ支店において、事業主は、申立人

が昭和 37 年 12 月１日に被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務

所（当時）に行ったと認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る事業所別被保険者名簿の記録から、３万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8390 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る記録を、平成 11 年６月から同年９月までは 19 万円、同年 10 月か

ら 12 年１月までは 24 万円、同年２月から同年９月までは 30 万円、同年

10 月から 13 年２月までは 32 万円、同年３月から 14 年 10 月までは 36 万

円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 11 年６月１日から 14 年 11 月 30 日まで 

    Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給

与額と大幅に相違している。給与明細書は無いが、給与が振り込まれて

いた通帳の写しを提出するので調査をして年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間における標準報酬月額につ

いては、当初、平成 11 年６月から同年９月までは 19 万円、同年 10 月か

ら 12 年１月までは 24 万円、同年２月から同年９月までは 30 万円、同年

10 月から 13 年２月までは 32 万円、同年３月から 14 年 10 月までは 36 万

円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくな

った日（平成 14 年 11 月 30 日）より後の同年 12 月 27 日付けで、遡って

９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認できる上、申立人のほかの

複数の元従業員も同日付けで、それぞれの資格取得日に遡って標準報酬月

額が減額訂正処理されていることが確認できる。 

   また、Ａ社の複数の元従業員は、「Ａ社は資金繰りに苦労していた。」、

「経営不振で、給料の遅配もあった。」と述べている上、滞納処分票から、

申立期間当時、当該事業所が厚生年金保険料を滞納していた事実が確認で

きる。 

   これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる

  



                      

処理を行う合理的な理由は無く、申立期間に係る標準報酬月額について、

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た平成 11 年６月から同

年９月までは 19 万円、同年 10 月から 12 年１月までは 24 万円、同年２月

から同年９月までは 30 万円、同年 10 月から 13 年２月までは 32 万円、同

年３月から 14 年 10 月までは 36 万円に訂正することが必要と認められる。

 

  



 

神奈川国民年金 事案 7055 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年３月から同年６月までの期間及び平成元年９月から２年

２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年３月から同年６月まで 

             ② 平成元年９月から２年２月まで 

    私は、昭和 62 年５月頃、子供が小さかったこともあり、国民健康保険の

手続を行わなければならなかったため、市役所で当該手続を行い、その際、

併せて国民年金の加入手続を行った記憶がある。申立期間の国民年金保険

料については、納付書により毎月金融機関又は市役所で、１万円ぐらいの

保険料を納付していた。 
    申立期間の国民年金保険料が、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の昭和 63 年３月の第３号被保険者資格喪

失の記録、同年７月から平成元年８月までの第３号被保険者期間の記録及び

２年３月からの同被保険者資格の記録は、９年３月に追加されていることが

確認できることから、申立期間①及び②については、同年同月に当該記録の

追加が行われるまでは、昭和 62 年 10 月に資格取得の処理が行われた国民年

金第３号被保険者のままであり、当該期間は保険料の納付を要さない期間で

あったと推認できる。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、毎月１万円ぐらい

を納付していたと主張しているが、前述のとおり、平成９年３月に第３号被

保険者の記録が追加されるまでは、当該期間は保険料の納付を要さない第３

号被保険者のままであったと推認されることから、申立人の主張と一致しな

い上、同年同月の時点においては、当該期間は時効により保険料を納付する

ことができない期間である。 

  



 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  



 

神奈川国民年金 事案 7056（事案 6968の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る年金記録について、訂正の必要は無い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から平成５年２月まで 

    前回行った年金記録に係る確認申立てに対する委員会の判断では、「申

立期間当時の国民年金の加入状況及び納付状況が不明」及び「保険料の納

付状況が申立内容と一致しない。」としているが、納得できない。 

    私は、国民年金に関する手続等は行ったことがなく、国民年金に関する

通知等は、Ａ社会保険事務所（当時）から、「国民年金 老齢基礎年金の

受給について」という文書以外一切受け取ったことはない。したがって、

Ａ市及び社会保険庁（当時）の怠慢により、「納付しなかった。」（未

納）ではなく、「正規の手続では、納付することができなかった。」（不

納）であると考えている。 

    私は、私が年金事務所に自分の記録を確認に行った頃、現在の記録が作

られたのだと考えている。したがって、私は、国民年金保険料を納付しな

かったのではなく、納付することができなかったので、年金受給権が得ら

れるように記録を訂正してほしい。 

    このため、今回、新たに「上申書」を提出し、これを新たな情報・事情

として再度申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回の申立てにおいて、申立人は、申立期間のうち、国民年金保険料の納

付済期間（昭和 48 年４月から同年６月までの期間及び 62 年７月から平成元

年３月までの期間）及び免除期間（昭和 55 年４月から 61 年３月まで）を除

く期間について、未納となっていることが納得できないと主張しているが、

ⅰ）申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与していないこと、

ⅱ）申立人が主張する保険料の納付方法は、申立人が居住する市の市役所及

び社会保険事務所（当時）における保険料の収納方法と一致しないこと、

  



 

ⅲ）申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す資料が無く、ほか

に保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当らないこと等を

理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 24 年 12 月 19 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料として「上申書」を当委員

会へ提出しているが、当該資料からは新たな事情・情報を得ることができな

い上、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付することができなかっ

たのは、保険料の納付を求める通知などを行わなかった行政側の事務処理に

不手際があったことによるものであるとして、申立期間の保険料を納付済み

として記録を訂正するよう求めているが、年金記録確認第三者委員会は、保

険料納付の有無について検討し、年金記録の訂正の要否を判断するものであ

り、保険料の納付に関する法律の規定又は運用の当否や、記録誤りの原因、

責任等について審議する機関ではない。 

   そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人の申立期間に係る年金記録について、訂正の必要は無い。 

  



 

神奈川国民年金 事案 7057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年５月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年５月から 48年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 43 年＊月頃に、私の祖父又は母親が、私の国民

年金の加入手続を自宅で行ってくれたと思う。私は、現在茶色の国民年金

手帳とオレンジ色の年金手帳の２冊を所持しているが、もう１冊別の国民

年金手帳があったと思う。 

    申立期間の国民年金保険料については、私の母親が、家族の保険料と一

緒に家に集金に来ていた自治会の人又は郵便局員に納付していた。保険料

の月額は、150 円又は 160 円ぐらいであり、３か月又は半年ごとに払って

いたと思うが、同居していた両親及び兄夫婦は既に亡くなっているため、

その他詳細は分からない。 

    申立期間当時同居していた家族の国民年金保険料は納付済みである上、

姉二人も 20 歳から納付済みになっているにもかかわらず、申立期間の私の

保険料だけが未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 43 年＊月頃に、申立人の祖父又は母親が、

申立人の国民年金の加入手続を行ってくれ、国民年金保険料を家族の分と一

緒に自治会の人又は郵便局員に納付してくれていたと思うと述べているが、

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人

の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の祖父及び母

親は既に他界していることから、証言を得ることができないため、国民年金

の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年３月に転居した区

を管轄する社会保険事務所（当時）で払い出されていること、ⅱ）申立人の

  



 

所持している国民年金手帳の発行日も同年４月 26 日と記載されていること

から、申立人の加入手続時期についての主張と一致しない。 

 さらに、申立期間については、前述の申立人の国民年金の加入手続時点に

おいて、当該期間の大半は、時効により国民年金保険料を納付することがで

きない上、申立人が、当該期間の保険料を集金人に納付するためには、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、別の手帳

記号番号が払い出されている形跡は無い。 

 加えて、申立期間のうち一部の期間については、国民年金保険料を過年度

納付することは可能であるが、申立人は、保険料を遡ってまとめて納付した

記憶が無いと述べている。 

 その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  

  

  

 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年４月 15 日から同年 12 月末頃まで 

    夫は、昭和 17 年２月から、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場で勤務して

いたが、爆撃を避けるために、会社がＤ県に新しい工場を建てたので、

転勤準備をしていたところ、Ｅ大空襲で工場と自宅が焼失した。 

    夫は、大空襲後にＤ県にあるＡ社Ｆ工場（現在は、Ｇ社）に転勤し、

昭和 20 年 12 月末頃まで勤務したにもかかわらず、申立期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無い。調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、Ｂ社及びＧ社は、「申立期間当時の人事、給与、社

会保険関係資料等を保存していないため、申立人のＡ社Ｆ工場における勤

務実態及び保険料控除の有無は不明である。」と回答している。 

   また、Ａ社Ｆ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前

を確認できない上、申立人の妻の従兄で、同社Ｃ工場及び同社Ｆ工場にお

いて、申立人の上司であったとするＨ氏についても、上記の被保険者名簿

に名前を確認できず、オンライン記録においても、申立人と同様に、申立

期間の被保険者記録が無い。 

   さらに、当該上司は既に死亡している上、申立人の妻は当該上司以外の

同僚の名前を記憶していないことから同僚照会できず、申立人の申立期間

の勤務実態及び保険料控除について確認できない。 

   加えて、申立人の妻は、「申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

  



                      

り給与から控除されていたかは記憶していない。」と供述している上、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実

を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間のおける厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 52 年５月 21 日から 54 年５月 22 日までの期間に

ついて、申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 54 年５月 22 日から平成４年 10 月 21 日ま

での期間について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年５月 21 日から 54 年５月 22 日まで 

             ② 昭和 54 年５月 22 日から平成４年 10 月 21 日まで 

    私は、Ａ社に昭和 52 年５月 21 日から平成４年 10 月 20 日までの期間

において勤務していた。しかし、厚生年金保険の記録によると申立期間

①が厚生年金保険の被保険者期間となっていない。 

    また、申立期間②の標準報酬月額が受け取っていた給与支給額に比べ、

低く記録されている。当時、会社は、従業員のため、会社のためと称し

給与支給額より２等級低い標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届

け出ていた。これは違反行為である。 

    調査の上、申立期間①及び②の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社が提出した従業員台帳により、申立人が当該

期間に同社に勤務していたことが認められる。 

   しかし、上記の従業員台帳によると、健康保険、厚生年金保険及び失業

保険の加入年月日は、昭和 54 年５月 22 日と記載されている。 

   また、申立人が提出した健康保険被保険者証の写し及びＢ厚生年金基金

の回答によると、いずれの資格取得日も昭和 54 年５月 22 日となっており、

これらの記録は、オンライン記録と一致している。 

   さらに、複数の同僚は、「当時は、厚生年金保険の加入は希望した者だ

  



                      

けが加入していた。」と供述している。 

   加えて、Ａ社は、「申立期間①当時の資料は無い。」と回答しているこ

とから、当該期間における厚生年金保険の保険料控除について確認するこ

とができない。 

   このほか、申立人は、申立期間①における厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持し

ておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間②について、申立人は「当該期間の標準報酬月額が、受け取っ

ていた給与支給額に比べ、低く記録されている。」と主張している。 

   しかし、Ｂ厚生年金基金の回答によると、申立期間②の標準報酬月額は、

オンライン記録における厚生年金保険の標準報酬月額と一致している。 

   また、同僚が所持する給料支払明細書によると、給与支給額及び厚生年

金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報

酬月額と一致している。 

   さらに、複数の同僚は、「標準報酬月額の記録が実際の給与支給額と相

違していると思わない。」と供述している。 

   加えて、Ａ社は、「申立期間②当時の資料は無い。」と回答しているこ

とから、当該期間における厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

   このほか、申立人は、申立期間②において、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の当該期間に係る

厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

   なお、年金記録確認第三者委員会は、厚生年金保険法による記録訂正の

あっせんについては、申立期間における被保険者資格の届出又は保険料の

納付の有無に係る事実認定に基づいて記録の訂正の要否を判断するもので

あり、これと離れて事業主が行った資格取得の届出手続の遅延又は届出手

続漏れ自体の違法性の有無を判断するものではない。 

   また、当委員会は、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

  



                      

に関する法律に基づき記録訂正が認められるかについても審議の対象とし

ているところであるが、同法に基づき、記録訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が、被保険者の給与から厚生年金保険料を控除しながら、社

会保険事務所に納付したことが明らかでない場合である。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額については、訂正する必要は認

められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22 年１月１日から同年５月１日まで 

    申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額について、事業主が月額変更

届を提出すべきであったにもかかわらず、提出していなかった。その後、

当該届を行ったが、訂正後の標準報酬月額は年金額の計算の基礎となら

ないと記録されている。 

    調査の上、控除された保険料に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

   申立期間において、事業主から提出された給与明細から、厚生年金保険

料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額より

高額であるものの、報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録に

おける標準報酬月額と同額又は低いことが確認できることから、厚生年金

特例法による保険給付の対象に当たらないため、記録訂正する必要は認め

られない。 

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8394（事案 6969 及び 7892 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月 21 日から 33 年５月１日まで 

    申立期間について、脱退手当金を受給した記憶が無いため、第三者委

員会に２度の申立てを行ったが、「脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。」との回答だった。 

    しかし、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿の名前の一部が違っている

こと自体が、年金記録の真実性を疑うこととなるし、また、本人のあず

かり知らぬところで、第三者が脱退手当金支給申請を行い、脱退手当金

を受け取ったとも考えられるので、再度審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 33 年 10 月 15 日に支給決定され

ているところ、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金

保険被保険者期間が無ければ年金を受給できなかったのであるから、申立

期間に係る事業所を退職後、52 年５月まで厚生年金保険への加入歴が無

い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 23 年 10 月５日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

   前回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料の提出はないが、厚生年

金保険被保険者名簿の名前の一部が違っていることや、支給決定日及び支

給金額について記憶が無いことから納得できないと主張して、再度申し立

てたが、申立人は、Ａ社に係る申立人の厚生年金保険被保険者記録につい

ては認めており、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿において名前の一

部に違いがあるものの、申立人と同じ生年月日の被保険者は、申立人以外、

  



                      

同被保険者名簿には存在しない上、脱退手当金の支給額について再度検証

したところ、計算上の誤りは無く、法定支給額と一致していることなどか

ら、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾は見当

たらないとして、平成 24 年８月 22 日付け年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

 今回、申立人は、新たな資料及び情報を提供することなく、脱退手当金

を受け取っていないとの主張を繰り返している。 

 ところで、脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給

されたことになっているが、申立人は脱退手当金を受け取っていないとい

うものである。脱退手当金が支給される場合は、所定の書面等による手続

が必要とされているが、本事案では保存期間が経過していることからこれ

らの書面等は現存していない。それゆえ、脱退手当金の支給を直接証明づ

けられる資料が無い下では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内

容の不自然な矛盾が存しないか、脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情が無いかなどいわゆる周辺の事情から考慮して判断をしなけ

ればならない事案となる。 

 本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な

矛盾は見当たらない上、申立人が脱退手当金を受け取っていないことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 また、今回、申立人は、第三者が脱退手当金を受け取ったとも考えられ

ると主張するが、年金記録確認第三者委員会は、申立事案に係る違法性の

有無について判断する機関では無いとされている。 

 したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないも

のと認めることはできない。 

  

  

  

  

  

  



                      

神奈川厚生年金 事案 8395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 56 年４月１日から 62 年 12 月頃まで 

    私の年金記録を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期

間のうち、昭和 56 年４月の標準報酬月額が前の期間に比べて 10 万円以

上下がっている。申立期間当時は会社の業績も良く、給与は 60 万円ぐ

らいであったが、申立期間の標準報酬月額の記録が当時受け取っていた

給与に比べて、低く記録されている。 

    調査の上、申立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違を申し立てている。 

   しかし、Ｂ社が保管する昭和 56 年４月９日付けの健康保険厚生年金保

険標準報酬改定通知書に、申立人の標準報酬月額が同年４月に 41 万円か

ら 28 万円に改定された旨が記載されていることから、事業主によりオン

ライン記録どおりの届出が行われたことが確認できる。 

   また、Ｂ社は、申立期間における健康保険厚生年金保険標準報酬改定通

知書及び健康保険厚生年金保険標準報酬決定通知書を保管しているところ、

オンライン記録の標準報酬月額は、当該通知書に記載されている標準報酬

月額と一致しており、遡った訂正等の不自然な処理が行われた形跡は見当

たらない。 

   さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録により、

申立人と同時期に入社した同僚及び申立人が記憶する申立人と同じ職種で

あったとされる同僚の記録を確認したところ、複数の同僚について、昭和

56 年４月１日の随時改定により、その標準報酬月額が下がっていること

  



                      

が確認でき、当該標準報酬月額は、申立人と同額又はおおむね同額となっ

ている。 

   加えて、Ｂ社は、給与から控除される厚生年金保険料額の算出方法につ

いて、社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額に基づき算出して

いる旨回答している。 

   また、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録のある同

僚のうち、連絡先が判明した者に同社における申立期間当時の給与額と標

準報酬月額について照会したところ、複数の同僚は、当時受け取っていた

報酬と相違していないと回答している。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

  




